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(57)【要約】
【課題】ポリ乳酸系樹脂を含有する樹脂組成物でありながら、高温の加熱や長時間の加熱
による熱履歴を経る場合においても、成形加工性の低下並びに劣化物及び異物の発生を抑
制できる樹脂組成物を提供する。
【解決手段】（１）ポリ乳酸系樹脂と、（２）エチレン・不飽和カルボン酸共重合体のア
イオノマーと、（３）フッ素系重合体、ポリアルキレンオキサイド、脂肪酸アミド、及び
酸化防止剤からなる群から選択される化合物と、を含有する樹脂組成物である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
（１）ポリ乳酸系樹脂と、
（２）エチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオノマーと、
（３）フッ素系重合体、ポリアルキレンオキサイド、脂肪酸アミド、及び酸化防止剤から
なる群から選択される化合物と、
を含有する樹脂組成物。
【請求項２】
　前記（１）ポリ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマーの総量を１００質量％としたと
き、前記（１）ポリ乳酸系樹脂の含有量が９９～１質量％であり、前記（２）アイオノマ
ーの含有量が１～９９質量％であり、
　前記（３）化合物の含有量が、前記（１）ポリ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマー
の総量に対して１００～１００００ｐｐｍである請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　押出しコーティングに用いられる請求項１又は請求項２に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　前記（２）アイオノマーが、二価金属イオンで中和されたエチレン・（メタ）アクリル
酸共重合体のアイオノマーである請求項１～請求項３のいずれか１項に記載の樹脂組成物
。
【請求項５】
　基材上に、請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の樹脂組成物を含む樹脂層を有す
る積層体。
【請求項６】
　基材上に、請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の樹脂組成物を押出しコーティン
グして樹脂層を形成する工程を有する積層体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリ乳酸系樹脂を含有する樹脂組成物、並びに、該樹脂組成物を含む積層体
及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境問題等に鑑み、植物原料に由来し、生分解性等を有するポリ乳酸系樹脂を含
有する樹脂組成物に関する検討が盛んに行われている。
　例えば、ポリ乳酸系樹脂を含有する樹脂組成物における成形加工性が改善された樹脂組
成物であるとして、乳酸系樹脂（成分（Ａ））及びエチレン・不飽和カルボン酸共重合体
（成分（Ｂ））、並びに／又は、エチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオノマー（
成分（Ｃ））を含んでなる樹脂組成物が知られている（例えば、特許文献１参照）。
　また、高い耐衝撃性を有するポリ乳酸系熱可塑性樹脂組成物であるとして、ポリ乳酸系
重合体（Ａ）と、ポリ塩化ビニル系樹脂、オレフィン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリエ
ステル系樹脂、ポリスルフォン系樹脂、ポリアリレート系樹脂、ポリフェニレンスルフィ
ド系樹脂、熱可塑性ポリウレタン系樹脂、オレフィン系エラストマー、塩化ビニル系エラ
ストマー、ウレタン系エラストマー、ポリエステル系エラストマー、ポリアミド系エラス
トマー、フッ素系エラストマー、１，２－ポリブタジエン、トランス－１，４－ポリイソ
プレンから選ばれる一種または二種以上からなる熱可塑性樹脂（Ｂ）と、グラフト共重合
体（Ｃ）とからなる耐衝撃性熱可塑性樹脂組成物が知られている（例えば、特許文献２参
照）。
【０００３】
　一方、アイオノマーが示す高い物性（耐摩耗性等）に着目し、アイオノマーを含む樹脂
組成物に関する検討も行われている。
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　例えば、高い物性を有する難燃性の再生プラスチック材料であるとして、１種又は複数
種のポリマーと、アイオノマー樹脂からなる相溶化剤と、難燃剤と、を含む難燃性プラス
チック材料が知られている（例えば、特許文献３参照）。
　また、適切な剥離強度を有するカバーテープのうちの一層として、主成分としてのアイ
オノマーと界面活性剤とフッ素系ゴムとを含む熱可塑性樹脂層が知られている（例えば、
特許文献４参照）。
　また、耐傷付き性、耐磨耗性等に優れた重合体組成物であるとして、エチレン・不飽和
カルボン酸共重合体、そのアイオノマー又はこれらの組成物から選ばれる樹脂成分１００
重量部に対し、平均粒径が１～４００μｍのフッ素系樹脂粉末を１～１０重量部の割合で
配合してなる重合体組成物が知られている（例えば、特許文献５参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－２７７３号公報
【特許文献２】特開２００５－３２０４０９号公報
【特許文献３】特開２００３－９６３１８号公報
【特許文献４】特開２００４－２３１２０８号公報
【特許文献５】特開２００５－１２０２６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、従来のポリ乳酸系樹脂を含有する樹脂組成物では、特に、高温の加熱や
長時間の加熱による熱履歴が加わる場合（例えば、押出しコーティングによって高温で成
形する場合）、成形加工性が低下することや、劣化物（コゲ）や異物が発生する場合があ
った。
【０００６】
　本発明は上記に鑑みなされたものであり、以下の目的を達成することを課題とする。
　即ち、本発明は、ポリ乳酸系樹脂を含有する樹脂組成物でありながら、高温の加熱や長
時間の加熱による熱履歴が加わる場合（例えば、押出しコーティングによって高温で成形
する場合）においても、成形加工性の低下（ドローダウンの低下、ネックインの増大）を
抑制でき、劣化物及び異物の発生を抑制できる樹脂組成物を提供することを目的とする。
　また、本発明は、前記樹脂組成物を含み、平滑性に優れ、劣化物及び異物の発生が抑制
された樹脂層を有する積層体を提供することを目的とする。
　また、本発明は、前記樹脂組成物を用い、押出しコーティングによる成形加工性に優れ
、劣化物及び異物の発生を抑制できる積層体の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記課題を達成するための具体的手段は以下の通りである。
＜１＞　（１）ポリ乳酸系樹脂と、（２）エチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオ
ノマーと、（３）フッ素系重合体、ポリアルキレンオキサイド、脂肪酸アミド、及び酸化
防止剤からなる群から選択される化合物と、を含有する樹脂組成物。
＜２＞　前記（１）ポリ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマーの総量を１００質量％と
したとき、前記（１）ポリ乳酸系樹脂の含有量が９９～１質量％であり、前記（２）アイ
オノマーの含有量が１～９９質量％であり、前記（３）化合物の含有量が、前記（１）ポ
リ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマーの総量に対して１００～１００００ｐｐｍであ
る＜１＞に記載の樹脂組成物。
＜３＞　押出しコーティングに用いられる＜１＞又は＜２＞に記載の樹脂組成物。
＜４＞　前記（２）アイオノマーが、二価金属イオンで中和されたエチレン・（メタ）ア
クリル酸共重合体のアイオノマーである＜１＞～＜３＞のいずれか１項に記載の樹脂組成
物。
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＜５＞　基材上に、＜１＞～＜４＞のいずれか１項に記載の樹脂組成物を含む樹脂層を有
する積層体。
＜６＞　基材上に、＜１＞～＜４＞のいずれか１項に記載の樹脂組成物を押出しコーティ
ングして樹脂層を形成する工程を有する積層体の製造方法。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、ポリ乳酸系樹脂を含有する樹脂組成物でありながら、高温の加熱や長
時間の加熱による熱履歴が加わる場合（例えば、押出しコーティングによって高温で成形
する場合）においても、成形加工性の低下（ドローダウンの低下、ネックインの増大）を
抑制でき、劣化物及び異物の発生を抑制できる樹脂組成物を提供することができる。
　また、本発明によれば、前記樹脂組成物を含み、平滑性に優れ、劣化物及び異物の発生
が抑制された樹脂層を有する積層体を提供することができる。
　また、本発明によれば、前記樹脂組成物を用い、押出しコーティングによる成形加工性
に優れ、劣化物及び異物の発生を抑制できる積層体の製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の樹脂組成物について詳細に説明する。
　本発明の樹脂組成物は、（１）ポリ乳酸系樹脂と、（２）エチレン・不飽和カルボン酸
共重合体のアイオノマーと、（３）フッ素系重合体、ポリアルキレンオキサイド、脂肪酸
アミド、及び酸化防止剤からなる群から選択される化合物と、を含有する。
　一般に、ポリ乳酸系樹脂を含有する樹脂組成物は、特に、高温の加熱や長時間の加熱に
よる熱履歴が加わる場合（例えば、押出しコーティングによって成形する場合）に、成形
体に劣化物（コゲ）や異物が発生したり、成形加工性が損なわれる場合がある。
　そこで、樹脂組成物を上記本発明の構成とすることにより、ポリ乳酸系樹脂を含有する
樹脂組成物でありながら、高温の加熱や長時間の加熱による熱履歴が加わる場合（例えば
、押出しコーティングによって高温で成形する場合）においても、成形加工性の低下（ド
ローダウンの低下、ネックインの増大）並びに劣化物及び異物の発生を抑制できる、とい
う効果が得られる。
　従って、本発明の樹脂組成物を用いることで、長時間にわたる熱履歴による劣化物や異
物の発生を抑制しながら、平滑性の高いコーティングフィルムを連続的に生産できる。
　前記（２）アイオノマー及び前記（３）化合物の少なくとも一方を含まない場合、上記
の効果が不十分である。
【００１０】
　本発明の樹脂組成物は、前記（１）ポリ乳酸系樹脂を１種のみ含んでいてもよいし、２
種以上含んでいてもよい。
　同様に、本発明の樹脂組成物は、前記（２）エチレン・不飽和カルボン酸共重合体のア
イオノマーを１種のみ含んでいてもよいし、２種以上含んでいてもよい。
　同様に、本発明の樹脂組成物は、前記（３）フッ素系重合体、ポリアルキレンオキサイ
ド、脂肪酸アミド、及び酸化防止剤からなる群から選択される化合物を、１種のみ含んで
いてもよいし、２種以上含んでいてもよい。
【００１１】
　前記（１）ポリ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマーの含有量には特に限定はないが
、本発明による効果をより効果的に奏する観点より、前記（１）ポリ乳酸系樹脂及び前記
（２）アイオノマーの総量を１００質量％としたとき、前記（１）ポリ乳酸系樹脂の含有
量が９９～１質量％であり、前記（２）アイオノマーの含有量が１～９９質量％であるこ
とが好ましい。
　また、前記（３）化合物の含有量には特に限定はないが、本発明による効果をより効果
的に奏する観点より、前記（１）ポリ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマーの総量に対
して１００～１００００ｐｐｍであることが好ましい。
　上記の好ましい範囲の中でも、前記（１）ポリ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマー
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の総量を１００質量％としたとき、前記（１）ポリ乳酸系樹脂の含有量が９９～１質量％
であり、前記（２）アイオノマーの含有量が１～９９質量％であり、前記（３）化合物の
含有量が、前記（１）ポリ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマーの総量に対して１００
～１００００ｐｐｍであることが特に好ましい。
【００１２】
　前記（３）化合物の含有量について、特に好ましい範囲は以下のとおりである。
　前記（３）化合物がフッ素系重合体である場合、該フッ素系重合体の含有量は、前記（
１）ポリ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマーの総量に対して２００～２０００ｐｐｍ
であることが好ましい。該フッ素系重合体は、上記２００～２０００ｐｐｍの範囲におい
ても、本発明による効果を効果的に奏することができる。
　前記（３）化合物がポリアルキレンオキサイドである場合、該ポリアルキレンオキサイ
ドの含有量は、前記（１）ポリ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマーの総量に対して５
００～５０００ｐｐｍであることが好ましい。
　前記（３）化合物が脂肪酸アミドである場合、該脂肪酸アミドの含有量は、前記（１）
ポリ乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマーの総量に対して５００～５０００ｐｐｍであ
ることが好ましい。
　前記（３）化合物が酸化防止剤である場合、該酸化防止剤の含有量は、前記（１）ポリ
乳酸系樹脂及び前記（２）アイオノマーの総量に対して５００～５０００ｐｐｍであるこ
とが好ましい。
【００１３】
＜（１）ポリ乳酸系樹脂＞
　本発明の樹脂組成物は、ポリ乳酸系樹脂を少なくとも１種含有する。
　前記ポリ乳酸系樹脂には特に限定はないが、重合に供するモノマーの質量に換算して、
乳酸成分を５０質量％以上含むポリマーを好適に用いることができる。
　前記ポリ乳酸系樹脂の具体例としては、例えば、（ａ）ポリ乳酸、（ｂ）乳酸と他の脂
肪族ヒドロキシカルボン酸とのコポリマー、（ｃ）乳酸と脂肪族多価アルコールと脂肪族
多塩基酸とのコポリマー、（ｄ）上記（ａ）～（ｃ）の少なくとも２つの組み合わせによ
る混合物、（ｅ）上記（ａ）～（ｄ）と生分解性を有するポリエステル類との混合物が挙
げられる。
【００１４】
　本発明におけるポリ乳酸の原料モノマーである乳酸としては、Ｌ－乳酸、Ｄ－乳酸、Ｄ
Ｌ－乳酸若しくはそれらの混合物、又は、乳酸の環状２量体であるラクタイドを挙げるこ
とができる。
　特に、Ｌ－乳酸とＤ－乳酸とを混合して用いる場合、得られたポリ乳酸においては、Ｌ
－乳酸由来の構造単位及びＤ－乳酸由来の構造単位のいずれか一方の含有量が７５質量％
以上であることが好ましい。
【００１５】
　また、本発明におけるポリ乳酸系樹脂の重量平均分子量には特に限定はないが、本発明
の効果をより効果的に奏する観点より、３万～１００万が好ましく、５万～７５万がより
好ましく、８万～５０万が特に好ましい。
　前記ポリ乳酸系樹脂のメルトフローレート（１９０℃、２１６０ｇ荷重）としては、成
形性の観点より、０．１～１００ｇ／１０分が好ましく、０．５～５０ｇ／１０分がより
好ましく、２～２０ｇ／１０分が更に好ましい。
【００１６】
－ポリ乳酸系樹脂の製造方法－
　前記ポリ乳酸系樹脂の製造方法の具体例としては、例えば、
（Ａ）乳酸又は乳酸と脂肪族ヒドロキシカルボン酸との混合物を原料として、直接脱水重
縮合する方法（例えば、米国特許第５，３１０，８６５号に示されている製造方法）、
（Ｂ）乳酸の環状二量体（ラクタイド）を溶融重合する開環重合法（例えば、米国特許２
，７５８，９８７号に開示されている製造方法）、
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（Ｃ）乳酸と脂肪族ヒドロキシカルボン酸との環状２量体、例えば、ラクタイドやグリコ
ライドとε－カプロラクトンとを、触媒の存在下、溶融重合する開環重合法（例えば、米
国特許４，０５７，５３７号に開示されている製造方法）、
（Ｄ）乳酸、脂肪族二価アルコール、及び脂肪族二塩基酸の混合物を、直接脱水重縮合す
る方法（例えば、米国特許５，４２８，１２６号に開示されている製造方法）、
（Ｅ）ポリ乳酸と脂肪族二価アルコールと脂肪族二塩基酸とのポリマーを、有機溶媒存在
下に縮合する方法（例えば、欧州特許公報０７１２８８０Ａ２号に開示されている製造方
法）、
（Ｆ）乳酸を触媒の存在下、脱水重縮合反応を行うことによりポリエステル重合体を製造
するに際し、少なくとも一部の工程で、固相重合を行う方法、
等を挙げることができるが、その製造方法には、特に限定されない。
【００１７】
　また、少量のトリメチロールプロパン、グリセリンのような脂肪族多価アルコールと、
ブタンテトラカルボン酸のような脂肪族多塩基酸と、多糖類等のような多価アルコール類
と、を共存させて共重合させても良く、また、ジイソシアネート化合物等のような結合剤
（高分子鎖延長剤）を用いて分子量を上げてもよい。
【００１８】
（ポリエステル類）
　前記生分解性を有するポリエステル類とは、後述する脂肪族ヒドロキシカルボン酸、脂
肪族二価アルコール及び脂肪族二塩基酸、芳香族二塩基酸を種々組み合わせて製造できる
生分解性を有する脂肪族ポリエステル類や芳香族ポリエステルに脂肪族多価カルボン酸や
脂肪族多価アルコールなどの成分を共重合させ生分解性を付与した芳香族ポリエステル類
を包含する。
　前記脂肪族ポリエステル類としては、例えばポリ乳酸、ポリエチレンサクシネート、ポ
リブチレンサクシネート、ポリブチレンサクシネートアジペート、ポリヒドロキシ酪酸、
ポリヒドロキシ吉草酸、β－ヒドロキシ酪酸とβ－ヒドロキシ吉草酸とのコポリマー、ポ
リカプロラクトン等が挙げられる。生分解性を有する芳香族ポリエステル類としては、例
えばポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）やポリエチレンブチレート（ＰＢＴ）などを
ベースとした変性ＰＥＴや変性ＰＢＴが挙げられる。
【００１９】
　特に、ポリブチレンサクシネート及びポリブチレンサクシネートアジペート（ビオノー
レ、商品名、昭和高分子社製）、ポリカプロラクトン（プラクセル、商品名、ダイセル社
製）、変性ＰＥＴ（バイオマックス、商品名、デュポン社製）、変性ＰＢＴ（エコフレッ
クス、商品名、ＢＡＳＦ社製）は、既に容易且つ安価に入手可能で好ましい。
　また、これらのポリエステル類は、ジイソシアネート等の結合剤によってポリマー鎖が
延長されたものであってもよく、また、少量のトリメチロールプロパン、グリセリンのよ
うな脂肪族多価アルコール、ブタンテトラカルボン酸のような脂肪族多塩基酸、多糖類等
のような多価アルコール類を共存させて、共重合されたものでもよい。
　また、本発明においては、発明の目的を損なわない範囲で生分解性を有するポリエステ
ル類を軟質化材として用いてもよい。
　ポリエステル類の製造方法としては、ＰＥＴやＰＢＴの製造方法やポリ乳酸の製造方法
と同様な方法を用いることができ、その方法は限定されない。
【００２０】
（脂肪族ヒドロキシカルボン酸）
　前記脂肪族ヒドロキシカルボン酸の具体例としては、グリコール酸、乳酸、３－ヒドロ
キシ酪酸、４－ヒドロキシ酪酸、３－ヒドロキシ吉草酸、４－ヒドロキシ吉草酸、６－ヒ
ドロキシカプロン酸等を挙げることができ、さらに、脂肪族ヒドロキシカルボン酸の環状
エステル、例えば、グリコール酸の２量体であるグリコライドや６－ヒドロキシカプロン
酸の環状エステルであるε－カプロラクトンを挙げることができる。これらは、単独で又
は二種以上組合せて使用することができる。
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【００２１】
（脂肪族二価アルコール）
　前記脂肪族二価アルコールの具体例としては、例えば、エチレングリコール、ジエチレ
ングリコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、プロピレングリコー
ル、ジプロピレングリコール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、３－
メチル－１，５－ペンタンジオール、１，６－へキサンジオール、１，９－ノナンジオー
ル、ネオペンチルグリコール、ポリテトラメチレングリコール、１，４－シクロヘキサン
ジメタノ一ル、１，４－ベンゼンジメタノール等が挙げられる。これらは、単独で又は二
種以上の組合せて使用することができる。
【００２２】
（脂肪族二塩基酸）
　前記脂肪族二塩基酸の具体例としては、シュウ酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン
酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、フェニル
コハク酸、１，４－フェニレンジ酢酸等が挙げられる。これらは、単独で又は二種以上の
組合せて使用することができる。
【００２３】
　市場で入手可能なポリ乳酸系樹脂として、三井化学株式会社の商品名レイシアで販売さ
れている、Ｈ－１００、Ｈ－１４０、Ｈ－４００、Ｈ－３６０、Ｈ－２８０、Ｍ－１５１
Ｓ、Ｑ０４，Ｑ５２などがある。また、ネイチャーワークス社の商品名インジオ（Ｉｎｇ
ｅｏ）で販売されている、７０３２Ｄ、４０４３Ｄ、３０５２Ｄ、２００３Ｄ、７００１
Ｄ、８０５２Ｄなどがある。
【００２４】
＜（２）エチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオノマー＞
　本発明の樹脂組成物は、エチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオノマーの少なく
とも１種を含有する。
　前記エチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオノマーとしては、例えば、ベースポ
リマーとしてのエチレン・α，β－不飽和カルボン酸共重合体が金属イオンによって中和
されたアイオノマー（即ち、ベースポリマーとしてのエチレン・α，β－不飽和カルボン
酸共重合体のカルボン酸基が金属イオンによって架橋された構造のアイオノマー）を好適
に用いることができる。
【００２５】
　前記ベースポリマーとしてのエチレン・α，β－不飽和カルボン酸共重合体は、エチレ
ンとα，β－不飽和カルボン酸から選ばれるモノマーとを少なくとも共重合成分として共
重合させた重合体であり、必要に応じて、不飽和カルボン酸以外のモノマーが共重合され
てもよい。
　前記エチレン・α，β－不飽和カルボン酸共重合体は、本発明の効果をより効果的に奏
する観点より、エチレンとα，β－不飽和カルボン酸共重合体との２元ランダム共重合体
とするのが好ましい。
【００２６】
　前記α，β－不飽和カルボン酸としては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、エタク
リル酸、イタコン酸、無水イタコン酸、フマル酸、クロトン酸、マレイン酸、無水マレイ
ン酸、マレイン酸モノエステル（マレイン酸モノメチル、マレイン酸モノエチル等）、無
水マレイン酸モノエステル（無水マレイン酸モノメチル、無水マレイン酸モノエチル等）
等の炭素数４～８の不飽和カルボン酸またはハーフエステルが挙げられる。
　中でも、アクリル酸、メタクリル酸が好ましい。
【００２７】
　共重合されても良いα，β－不飽和カルボン酸以外のモノマーとしては、α，β－不飽
和カルボン酸と炭素数１～８のアルキルとのエステル（例えば、アクリル酸メチル、アク
リル酸エチル、アクリル酸イソプロピル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ノルマルブ
チル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタ
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クリル酸イソプロピル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸ノルマルブチル、メタク
リル酸２－エチルヘキシル、等）、ビニルエステル（例えば、酢酸ビニル、プロピオン酸
ビニル、等）等がある。そのほかに、一酸化炭素、グリシジルアクリレート、グリシジル
メタクリレートなども共重合可能なモノマーである。当然ながら、これらの共重合可能な
モノマーは、１種又は２種以上組み合わせて共重合されてもよい。
【００２８】
　エチレン・α，β－不飽和カルボン酸共重合体中におけるα，β－不飽和カルボン酸に
由来する構成単位の重合比率（質量比）は、１～２５質量％が好ましく、より好ましくは
２～２０質量％である。
【００２９】
　本発明におけるエチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオノマーとしては、前述の
ベースポリマーに含まれるカルボン酸基が金属イオンによって架橋された構造のアイオノ
マーを用いることができる。
　前記金属イオンとしては、リチウム、ナトリウム、カリウム、セシウムなどの１価金属
イオン、マグネシウム、カルシウム、ストロンチウム、バリウム、銅、亜鉛などの２価金
属イオン、アルミニウム、鉄などの３価金属イオン等が挙げられる。中でも、本発明の効
果をより効果的に得る観点からは、２価金属イオンが好ましい。
【００３０】
　前記アイオノマーの中和度は、５～９０％が好ましく、１０～８０％がより好ましい。
　中和度は、５％以上であると押出加工性をより向上させることができ、９０％以下であ
ると成形時の流動性の点で有利である。
　ここで、中和度は、前記エチレン・α，β－不飽和カルボン酸共重合体（ベースポリマ
ー）中に含まれる全カルボン酸基のうち、金属イオンによって中和されているカルボン酸
基の割合（％）を指す。
【００３１】
　また、前記アイオノマーのメルトフローレート（１９０℃、２１６０ｇ荷重）としては
、成形性や機械的特性の観点より、０．０１～１００ｇ／１０分が好ましく、０．１～５
０ｇ／１０分がより好ましく、０．５～２０ｇ／１０分が更に好ましい。
【００３２】
　前記エチレン・α，β－不飽和カルボン酸共重合体または前記エチレン・α，β－不飽
和カルボン酸共重合体のアイオノマーの具体例としては、エチレン・アクリル酸共重合体
、エチレン・メタクリル酸共重合体あるいはこれらをベースポリマーとするアイオノマー
が挙げられる。
　市販品として、例えば、三井・デュポンポリケミカル社製の商品名ハイミラン（Ｈｉｍ
ｉｌａｎ）シリーズ、商品名ニュクレル（Ｎｕｃｒｅｌ）シリーズ、米国デュポン社製の
商品名サーリン（Ｓｕｒｌｙｎ）シリーズ等を使用することができる。また、共重合され
ても良いα，β－不飽和カルボン酸以外のモノマーも含むエチレン・α，β－不飽和カル
ボン酸共重合体としては、米国デュポン社製の商品名エルバロイ（Ｅｌｖａｌｏｙ）シリ
ーズ、バイネル（Ｂｙｎｅｌ）シリーズ等を使用することができる。
【００３３】
　前記「ニュクレル」の銘柄としては、例えば、ＡＮ４２１４Ｃ、Ｎ０９０３ＨＣ、Ｎ０
９０８Ｃ、Ｎ４１０、Ｎ１０３５、Ｎ１０５０Ｈ、Ｎ１１０８Ｃ、Ｎ１１１０Ｈ、Ｎ１２
０７Ｃ、Ｎ１２１４、Ｎ１５２５、Ｎ１５６０、Ｎ０２００Ｈ、ＡＮ４３１１、ＡＮ４２
１３Ｃ、Ｎ０３５Ｃ等が挙げられる。
　また、前記「ハイミラン」の銘柄としては、例えば、１５５４、１５５４Ｗ、１５５５
、１５５７、１６０１、１６０５、１６５０、１６５２、１６５２　ＳＲ、１６５２　Ｓ
Ｂ、１７０２、１７０５、１７０６、１７０７、１８５５、１８５６等が挙げられる。
【００３４】
　前記エチレン・α，β－不飽和カルボン酸共重合体は、例えば、エチレン及びα，β－
不飽和カルボン酸（及び、必要に応じ他の不飽和モノマー）を高圧ラジカル重合法で共重



(9) JP 2012-136609 A 2012.7.19

10

20

30

40

50

合させることにより作製することができる。また、そのアイオノマーは、例えば、常法に
従って前記エチレン・α，β－不飽和カルボン酸共重合体の中和反応により作製すること
ができる。
【００３５】
　次に、前記（３）化合物である、フッ素系重合体、ポリアルキレンオキサイド、脂肪酸
アミド、酸化防止剤について説明する。
【００３６】
＜フッ素系重合体＞
　本発明におけるフッ素系重合体としては、主骨格にフッ素原子を含むフッ素系重合体を
好適に用いることができる。
　本発明におけるフッ素系重合体としては、例えば、一分子中に、ビニル基と、該ビニル
基に直接結合した、フッ素原子、フルオロアルキル基及びフルオロアルコキシ基の少なく
とも１つと、を有する化合物（フッ素系モノマー）の少なくとも１種を重合させて得られ
たフッ素系重合体を挙げることができる。
　前記フッ素系モノマーの例としては、フッ化ビニル、フッ化ビニリデン、トリフルオロ
エチレン、クロロトリフルオロエチレン、１，２－ジフルオロエチレン、テトラフルオロ
エチレン、ヘキサフルオロプロピレン、ペルフルオロ（アルキルビニル）エーテルを挙げ
ることができる。
　本発明におけるフッ素系重合体は、フッ化ビニリデン、ヘキサフルオロプロピレン、及
びテトラフルオロエチレンの少なくとも１種を重合させて得られた単独重合体又は共重合
体を含むことが好ましい。さらに、本発明におけるフッ素系重合体は、該単独重合体及び
該共重合体からなる群から選択された２種以上の混合物であってもよい。
　また、本発明におけるフッ素系重合体としては、前記フッ素系モノマーと、非フルオロ
ビニルモノマー（エチレン、プロピレン等）と、の共重合体を用いることもできる。
【００３７】
　ところで、フッ素系重合体には、常温ではゴム弾性領域にあり、高温になっても融点を
示さないエラストマー性能を示すもの（以下、「フッ素ゴム」ということがある）と、明
確に融点を示す樹脂性能を示すもの（以下、「フッ素樹脂」ということがある）の二種類
がある。
　本発明におけるフッ素系重合体としては、フッ素ゴム及びフッ素樹脂のいずれであって
もよいが、本発明の効果をより効果的に奏する観点からは、フッ素樹脂が好ましい。
【００３８】
　ここで、前記フッ素ゴムと前記フッ素樹脂との相違点について、更に詳細に説明する。
　フッ素樹脂及びフッ素ゴムは、どちらも分子中にフッ素原子を含む高分子であるが、両
者には次に説明するように相違点がある。
【００３９】
　一般に、「ゴム」（あるいは「エラストマー」）と呼ばれる物質は、ゴム状態において
エントロピー弾性（ゴム弾性）を示す高分子である。ゴム状態とは、物質がとりうる状態
のうち、アモルファス（非結晶、無定形）な高分子液体の状態であると定義される。特定
の物質のゴム状態は、その物質のガラス転移温度（Ｔｇ）より高温側にある。エントロピ
ー弾性（ゴム弾性）とは、変形されてエントロピーが小さくなった系がエントロピーが大
きい未変形の状態に自発的に戻ろうとすることに基づく弾性である。エントロピー弾性は
、通常、数１００％に及ぶ伸びと、１０6 Ｎ／ｍ2 程度の小さな弾性率と、を有するもの
とされている。物理的な高分子の絡み合いによって恒久的な弾性を示す物質は少なく、多
くは架橋という方法で弾性化している。ＡＳＴＭの定義で言うと、エントロピー弾性とは
、物質を無希釈状態で室温（１８～２９℃）において長さを２倍に伸ばし、且つ緩める前
に１分間そのまま保持しても、１分後には元の長さの１．５倍未満に収縮するということ
になっている。
【００４０】
　前記「ゴム」に対して、「樹脂」は無定形な高分子ではなく、結晶性を持ち、そして室
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温（２５℃）において上記のエントロピー弾性を示さない高分子である。簡単に言うと、
高分子物質のうち、ゴムでないものは全て樹脂と考えて差し支えない。
　もう少し詳しく言うと、無定形高分子（ゴム）の場合、ガラス転移点（Ｔｇ）を示すが
融点を示さず、樹脂は融点を示すがガラス転移点が分かりにくくなってきて、理論的には
結晶性樹脂になるとＴｇを示さなくなる。一般に、Ｔｇ以下の温度の高分子はガラスのよ
うな性質を持ち、硬くて壊れやすくなる。
【００４１】
　現在工業的に利用されているフッ素ゴムは限られており、ビニリデンフルオライド－ヘ
キサフルオロプロピレン共重合体、テトラフルオロエチレン－プロピレン共重合体及びテ
トラフルオロエチレン－ビニリデンフルオライド－ヘキサフルオロプロピレン共重合体が
主である。これらは、Ｔｇが－３５℃から－５℃ぐらいであって、常温（２５℃）ではゴ
ム弾性領域にあり、そして高温にしても融点を示さない。
【００４２】
　フッ素ゴムと違って融点を示すフッ素樹脂としては、ポリテトラフルオロエチレン（Ｐ
ＴＦＥ）、テトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体（Ｐ
ＦＡ）、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体（ＦＥＰ）、テト
ラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル
共重合体（ＥＰＡ）、テトラフルオロエチレン－エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）、ポリク
ロロトリフルオロエチレン（ＰＣＴＦＥ）、ポリビニリデンフルオライド（ＰＶＤＦ）、
テトラフルオロエチレン－プロピレン共重合体（ＴＦＥ／Ｐ）、テトラフルオロエチレン
－ヘキサフルオロプロピレン－ビニリデンフルオライド共重合体（ＴＨＶ）等が挙げられ
る。
　フッ素樹脂は、フッ素ゴムに比べて耐熱性がよく、しかも、ステアリン酸塩系の滑剤と
併用された場合にその滑剤との相互作用（反応）を低減することができる。
【００４３】
　本発明において、フッ素系重合体としてフッ素樹脂を用いる場合、該フッ素樹脂は、１
００～３００℃の範囲内の融点を示すことが好ましい。
　該フッ素樹脂の融点が１００℃以上であると、樹脂組成物の作製時や成形時において該
フッ素樹脂を溶融させ易くなるため、樹脂組成物又は成形体中における該フッ素樹脂の分
散性をより向上させることができる。即ち、樹脂組成物又は成形体中に該フッ素樹脂をよ
り均一性よく分散でき、樹脂組成物又は成形体中における該フッ素樹脂の分散粒径をより
小さくすることができる。
　該フッ素樹脂の融点が３００℃以下であると、樹脂組成物の作製温度や成形体の成形温
度をより低くすることができるため、樹脂組成物の作製時や成形時における、ポリ乳酸系
樹脂やエチレン・不飽和カルボン酸共重合体のアイオノマーの分解をより効果的に抑制で
きる。
【００４４】
　本発明におけるフッ素樹脂の融点のより好ましい範囲は、１１０～２３０℃である。
　先に例として挙げたフッ素樹脂のうちで、融点が１００～３００℃のものは、ＦＥＰ、
ＰＣＴＦＥ、ＥＴＦＥ、ＰＶＤＦ、ＴＦＥ／Ｐ、ＴＨＶ等である。
　更にこれらの中で、融点が１１０～２３０℃であるものは、ＰＶＤＦ、ＴＦＥ／Ｐ、Ｔ
ＨＶ等である。
　中でも、安定性の観点からは、ＴＨＶが最適である。
　ＴＨＶは、本発明の樹脂組成物にステアリン酸系滑剤を含有させる場合において、ステ
アリン酸系滑剤との反応性も良好である。
【００４５】
　また、本発明におけるフッ素系重合体は、必要に応じ、無機又は有機の滑剤やアンチブ
ロッキング剤と併用してもよい。
【００４６】
　本発明の樹脂組成物が上記で説明したフッ素系重合体（とくにフッ素樹脂）を含むこと
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により、熱安定性に劣るポリ乳酸系樹脂を含む樹脂組成物（コンパウンド）の製造時や加
工時などにおいて、熱履歴による劣化物（コゲ）の発生を低減でき、熱履歴による異物の
発生低減でき、成形加工性の低下が抑制される（例えば、平滑なフィルムを連続的に生産
できる）という効果を示す。
【００４７】
　このようなフッ素系重合体として商業的に入手できるものとして、例えば以下のような
製品が知られている。
　例えば、スリーエム社の商品名ダイナロンで知られている以下のシリーズが知られてい
る。
　ＦＸ５９１１：フッ素含有量が６９質量％、融点が１２０℃のテトラフルオロエチレン
－ヘキサフルオロプロピレン－ビニリデンフルオライド３元共重合体（フッ素樹脂）
　ＦＸ５９２０：ビニリデンフルオライド－ヘキサフルオロプロピレン２元重合体（フッ
素ゴム）
　ＦＸ５９２０Ａ：ビニリデンフルオライド－ヘキサフルオロプロピレン２元重合体（フ
ッ素ゴム）９７質量％、ポリエチレングリコールおよび炭酸カルシウムおよび酸化チタン
を合計３質量％
　ＦＸ９６１３：ビニリデンフルオライド－ヘキサフルオロプロピレン２元重合体９０質
量％、タルク６質量％、炭酸カルシウム２質量％、酸化ケイ素２質量％の混合物
【００４８】
　また、デュポンエラストマー株式会社の商品名バイトンフリーフローで示される以下の
シリーズが知られている。
　１０：フッ素ゴム１００質量％、
　ＧＢ　ＰＬ２００：フッ素ゴムとフッ素樹脂とのアロイ
　ＧＢ：ＧＢＰＬ２００　５０質量％、ＭＦＲ１．０ｇ／１０分の線状低密度ポリエチレ
ン　５０質量％
　ＳＣ：複数のフッ素系重合体とエチレンコポリマーとのアロイ
　ＲＣ：ＳＣとワックスの混合物
【００４９】
　なお、ここで例示したのは市場で容易に入手できる製品の一例であり、本発明における
フッ素系重合体はこれらの商品には限定されない。
【００５０】
＜ポリアルキレンオキサイド＞
　本発明におけるポリアルキレンオキサイドの原料モノマーであるアルキレンオキサイド
又はアルキレングリコールとしては、炭素数２～６のアルキレンオキサイド又は炭素数２
～６のアルキレングリコールが挙げられる。
　前記炭素数２～６のアルキレンオキサイドとしては、例えばエチレンオキサイド、プロ
ピレンオキサイド、１，２－ブチレンオキサイド、１，４－ブチレンオキサイド、２，３
－ブチレンオキサイド、１，３－ブチレンオキサイド、ブチレンオキサイド、ペンチルオ
キサイド、ヘキシルオキサイド等、が挙げられる。
　前記炭素数２～６のアルキレングリコールとしては、例えばエチレングリコール、プロ
ピレングリコール、１，２－ブチレングリコール、１，４－ブチレングリコール、２，３
－ブチレングリコール、１，３－ブチレングリコール、ブチレングリコール、ペンチルグ
リコール、ヘキシルグリコール等、が挙げられる。
　本発明におけるポリアルキレンオキサイドとしては、入手しやすく、取扱いやすいこと
から、ポリエチレンオキサイド（ポリエチレングリコール）が好ましい。
【００５１】
　また、本発明におけるポリアルキレンオキサイドのモル質量には特に限定はないが、本
発明の効果をより効果的に奏する観点より、２００～２万が好ましく、１０００～１万が
より好ましく、２０００～８０００が特に好ましい。
【００５２】
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　また、本発明の樹脂組成物にポリアルキレンオキサイドが含まれる場合、該樹脂組成物
には、ポリアルキレンオキサイドが１種のみ含まれていてもよいし２種以上含まれていて
もよい。
【００５３】
＜脂肪酸アミド＞
　本発明における脂肪酸アミドは、脂肪酸（ＲＣＯＯＨ；ここでＲはアルキル基である）
から誘導されるアミド化合物であり、具体的には、ＲＣＯＮＨ２〔Ｒはアルキル基である
〕で示される第一アミド、（ＲＣＯ）２ＮＨ〔Ｒはアルキル基である〕で示される第二ア
ミド、又は（ＲＣＯ）３Ｎ〔Ｒはアルキル基である〕で示される第三アミドを用いること
ができる。
　本発明における脂肪酸アミドとして、具体的には、ステアロアミド（ｓｔｅａｒａｍｉ
ｄｅ）、オレイル・アミド（ｏｌｅｙｌ　ａｍｉｄｅ）、エルシル・アミド（ｅｒｕｃｙ
ｌ　ａｍｉｄｅ）、ベヘン・アミド（ｂｅｈｅｎ　ａｍｉｄｅ）、エチレンビス・ステア
ロアミド（ｅｔｈｙｌｅｎｅｂｉｓ（ｓｔｅａｒａｍｉｅ）　）、ステアリル・オレイル
アミド（ｓｔｅａｒｙｌ　ｏｒｅｙｌａｍｉｄｅ）、Ｎ－ステアリル・エルクアミド（Ｎ
－ｓｔｅａｒｙｌ－ｅｒｕｃａｍｉｄｅ）、Ｎ－オレイル・パルミトアミド（Ｎ－ｏｌｅ
ｙｌ－ｐａｌｍｉｔａｍｉｄｅ）などが挙げられる。
【００５４】
　また、本発明の樹脂組成物に脂肪酸アミドが含まれる場合、該樹脂組成物には、脂肪酸
アミドが１種のみ含まれていてもよいし２種以上含まれていてもよい。
【００５５】
＜酸化防止剤＞
　本発明における酸化防止剤としては、フェノール構造を有したラジカル連鎖反応禁止剤
を用いることができる。
　本発明における酸化防止剤として、具体的には、２，６－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール
、ブチルヒドロキシアニソール、２，６－ｔ－ブチル－４－エチルフェノール、ステアリ
ル－β－（３，５－ジーｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート、２，２
’－メチレンビス（４－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス
（４－エチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、４，４’－ブチリデンビス（３－メチル－
６－ｔ－ブチルフェノール）、３，９－ビス｛１，１－ジメチル－２－｛β－（３－ｔ－
ブチル－４－ヒドロキシ－５－メチルフェニル）プロピオニルオキシ｝エチル｝２，４，
８，１０－テトラオキサスピロ｛５，５｝ウンデカン、１，１，３－トリス（２－メチル
－４－ヒドロキシ－５－ｔ－ブチルフェニル）ブタン、１，３，５－トリメチル－２，４
，６－トリス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、テトラキ
ス－｛メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）プロ
ピオネート｝メタン、ビス｛３，３’－ビス－（４’－ヒドロキシ－３’－ｔ－ブチルフ
ェニル）ブチリックアシッド｝グリコールエステル、トコフェロール、ペンタエリスリト
ール－テトラキス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート
などが挙げられる。これらフェノール系酸化防止剤を１種または２種以上組み合わせて用
いても良い。
【００５６】
　また、本発明の樹脂組成物に酸化防止剤が含まれる場合、該樹脂組成物には、酸化防止
剤が１種のみ含まれていてもよいし２種以上含まれていてもよい。
【００５７】
　本発明の樹脂組成物には、前記成分に加え、さらに必要に応じて、本発明の効果を損な
わない範囲で、耐候安定剤、滑剤、防雲剤などの添加剤を添加してもよい。
【００５８】
　また、本発明の樹脂組成物は、上記以外の他のポリマーを含んでいてもよい。
　他のポリマーとしてはポリオレフィンを用いることができ、具体的には、高密度ポリエ
チレン、高圧法低密度ポリエチレン、線状低密度ポリエチレン等のポリエチレン、エチレ
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ンと共重合するエチレン以外のα－オレフィン（プロピレン、ブテン、へキセン、オクテ
ン等）の量を多くして結晶性を低下させるか実質結晶性を示さないエチレン・α－オレフ
ィン共重合体エラストマー、ホモポリプロピレン、プロピレン系共重合体（プロピレンと
プロピレン以外のα―オレフィンとの共重合体）、ポリブテン、及びその他オレフィン系
（共）重合体、並びにこれらのポリマーブレンド等を挙げることができる。
【００５９】
　本発明の樹脂組成物の調製は、既述の各成分を同時に又は逐次にドライブレンド又はメ
ルトブレンドすることにより行なえる。
　ドライブレンドによる場合は、成形機中で各成分が溶融可塑化されて均一に溶融混合さ
れ、メルトブレンドによる場合は、単軸押出機、２軸押出機、バンバリーミキサーなどの
各種ミキサー、ロール、各種ニーダーなどを用いて溶融混合される。混合性の点では、メ
ルトブレンドが好ましい。混合順序には、特に制限はない。
【００６０】
　本発明の樹脂組成物は、ポリエチレンテレフタレート等のポリエステル、ポリアミド、
ポリ塩化ビニリデン、エチレン－酢酸ビニル共重合体ケン化物、ポリスチレン、ポリブテ
ン、ポリプロピレン、ポリエチレン、紙、アルミニウム箔、金属蒸着フィルム等の各種基
材上に、押出しコーティングにより付与して樹脂層を形成する用途に使用することができ
る。即ち、基材上に、樹脂組成物を押出しコーティングして樹脂層を形成する工程を有す
る積層体の製造方法に用いることができる。このような製造方法により、基材上に、本発
明の樹脂組成物を含む樹脂層を有する積層体を得ることができる。得られた積層体におけ
る樹脂層は、平滑性に優れ、劣化物（コゲ）及び異物の発生が抑制される。
　本発明の樹脂組成物は、特に、加工温度２００～２７０℃の条件の押出しコーティング
に用いることで、本発明の効果がより効果的に奏される。
　ここで、加工温度とは、押出しコーティング時における樹脂組成物のＴ－ダイ直下の樹
脂温度をさす。
【００６１】
　基材上には、接着剤を介して付与してもよいし、基材表面に直接付与してもよい。接着
剤としては、高圧法低密度ポリエチレン等のエチレン系樹脂や、ポリエステルポリオール
あるいは２官能以上のイソシアネート化合物により鎖伸長を施したポリエステルウレタン
ポリオールのいずれかの単体又はその混合物に架橋剤を配合して得られる接着剤組成物等
の公知のアンカーコート剤を選択することができる。
【００６２】
　なお、本発明の樹脂組成物を付与する基材の表面は、接着力を向上させるために、例え
ばコロナ放電処理等の公知の表面処理を予め施してもよい。また、樹脂加工時にオゾン処
理等の公知の処理を施してもよい。
【実施例】
【００６３】
　以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明はその主旨を越えない限
り、以下の実施例に限定されるものではない。
【００６４】
〔実施例１〕
＜樹脂組成物の調製＞
　以下に示す組成の各成分を、二軸押出機（３０ｍｍφ）により、樹脂温度１８０℃、ス
クリュー回転数１５０ｒｐｍの条件にて溶融混練し、樹脂組成物を得た。
－組成－
（１）ポリ乳酸系樹脂〔三井化学（株）製、商品名レイシア、型番Ｈ－１００、ＭＦＲ（
１９０℃、２１６０ｇ荷重）８ｇ／１０分）〕　　　　　　　　　　…　７５質量部
（２）エチレン・メタクリル酸共重合体アイオノマー〔メタクリル酸含量１０質量％のエ
チレン・メタクリル酸共重合体の亜鉛アイオノマー（亜鉛カチオンによる中和度７３％、
ＭＦＲ（１９０℃、２１６０ｇ荷重）１．０ｇ／１０分）〕　　　　…　２５質量部
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（３）フッ素系重合体〔住友スリーエム（株）製、商品名ダイナマーＦＸ５９１１（フッ
素含有量６９質量％、融点１２０℃のテトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレ
ン－ビニリデンフルオライド３元共重合体）〕
　　　　　　…　上記ポリ乳酸と上記アイオノマーとの合計量に対して５００ｐｐｍ
【００６５】
＜積層体の作製＞
　基材としてクラフト紙（５０ｇ／ｍ２）上に、上記で得られた樹脂組成物を押出しコー
ティングして２０μｍ厚及び３０μｍ厚の樹脂層を形成することにより、樹脂層／基材フ
ィルムの構成の積層フィルムを得た。
　上記押出しコーティングは、押出しコーティング機として６５ｍｍφラミネーター（ス
クリューはスリーステージタイプ）を用い、樹脂温度２６０℃、加工速度６０ｍ／ｍｉｎ
及び８０ｍ／ｍｉｎの条件で行った。
【００６６】
＜評価＞
　上記押出しコーティングにおいて、成形加工性の評価（ドローダウンの測定、ネックイ
ンの測定、及び、押出し時の加工安定性の確認）を行った。
　更に、上記押出しコーティングによって得られた樹脂層を目視で観察し、コゲ（劣化物
）及び異物の発生の有無を確認した。
　以上の評価結果を下記表１に示す。
【００６７】
〔実施例２〕
　実施例１の樹脂組成物の調整において、ポリ乳酸系樹脂を〔三井化学（株）製、商品名
レイシア、型番Ｈ－１４０、ＭＦＲ（１９０℃、２１６０ｇ荷重）６ｇ／１０分）〕に変
更したこと以外は実施例１と同様にして樹脂組成物を調製した。
　得られた樹脂組成物を用い、実施例１と同様にして積層フィルムを作製し、実施例１と
同様の評価を行った。
　評価結果を下記表１に示す。
【００６８】
〔実施例３〕
　実施例２の樹脂組成物の調製において、ポリ乳酸系樹脂とアイオノマーとの合計量に対
して５００ｐｐｍの量のフッ素系重合体を、ポリ乳酸系樹脂とアイオノマーとの合計量に
対して２５００ｐｐｍのポリエチレングリコール（ＰＥＧ４０００）（モル質量３５００
ｇ／モル）変更したこと以外は実施例２と同様にして樹脂組成物を調製した。
　得られた樹脂組成物を用い、実施例１と同様にして積層フィルムを作製し、実施例１と
同様の評価を行った。
　評価結果を下記表１に示す。
【００６９】
〔実施例４〕
　実施例２の樹脂組成物の調製において、ポリ乳酸系樹脂とアイオノマーとの合計量に対
して５００ｐｐｍの量のフッ素系重合体を、ポリ乳酸系樹脂とアイオノマーとの合計量に
対して２５００ｐｐｍの酸化防止剤〔ＢＡＳＦ社製、商品名イルガノクス１０１０、テト
ラキス－｛メチレン－３－（３’，５’－ジ－ｔ－ブチル－４’－ヒドロキシフェニル）
プロピオネート｝メタン〕に変更したこと以外は実施例２と同様にして樹脂組成物を調製
した。
　得られた樹脂組成物を用い、実施例１と同様にして積層フィルムを作製し、実施例１と
同様の評価を行った。
　評価結果を下記表１に示す。
【００７０】
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【表１】

【００７１】
～表１の説明～
・ネックイン：８０ｍ／ｍｉｎ×２０μｍ厚加工時の樹脂積層体両端のネックイン値（ｍ
ｍ）
・ドローダウン：ネックイン測定時の押出量における最大引取り速度（ｍ／ｍｉｎ）
【００７２】
　表１に示すように、実施例１～４の樹脂組成物は、高いドローダウン及び低いネックイ
ンを示し、押出し時の加工安定性に優れ、コゲ（劣化物）及び異物の発生が抑制されてい
た。
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